
事業番号 - - -

（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! 86% 94%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

科学技術・イノベーション基本法（平７法１３０）第18条
内閣府設置法（平１１法８９）第４条
内閣府設置法（平１１法８９）第２６条

主要政策・施策

達成度 ％

73.5

産官・国際機関等の関係ス
テークホルダーが集う場を
年3回以上開催し、深化を
図る

実施方法

定量的な成果目標

平成30年度

％

途上国等における STI for SDGs の推進 担当部局庁 科学技術・イノベーション推進事務局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負、その他

担当課室 参事官（国際担当） 有賀　理

事業名

会計区分

令和3年度

-

翌年度へ繰越し -

計

令和2年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

令和4年度要求

予算
の状
況

令和元年度

SDGs達成に資する優れた科学技術（シーズ）を持った我が国の民間企業等を糾合して、途上国等のSDGs達成上の課題（ニーズ）の解決を促進するための
枠組み（STI for SDGsプラットフォーム）について、その在り方を検討する。令和３年度のSTI for SDGsプラットフォームでは、過年度（令和元年度、令和２年
度）の検討結果から得られた、産官・国際機関等の関係ステークホルダーが情報共有及び意見交換をすることの重要性を踏まえた、アウトカム、アウトプット
の修正を行う。
途上国に拠点を有し、途上国のSDGｓ達成支援活動を実施する国連開発計画と連携して、途上国のニーズを把握し、事業機会の創出につなげるしくみを検
討する。
また、国連の「パイロット・プログラム」に選定された途上国のうち、ケニアとインドについて、世界銀行と連携して、STI for SDGsロードマップの策定等への支
援を行う。

-

-

- -

-

出席省庁・機関数

-

発信数

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

135.3

-

-

令和元年度
事業終了

（予定）年度
令和4年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

我が国の優れた科学技術イノベーションを国際展開し、世界のSDGs達成に貢献するため、我が国の科学技術シーズと国内外のSDGsニーズをつなぐため
のプラットフォームを構築する。国連機関が主導する、STI for SDGs（SDGs達成のための科学技術イノベーション）推進のための「グローバル・パイロット・プ
ログラム」を通じて、途上国におけるSTI for SDGsロードマップの策定への支援を行うことで、政策決定段階からの関与により、我が国の科学技術の海外展
開を促進する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

省庁・機関数
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 省庁・機関数

令和3年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

0 73.5 135.3 123.6 91.8

62.9 127.6

執行率（％） - 86% 94%

ロードマップの作成・実施
支援にあたり、年5回以上
のアウトリーチ活動により
SDGsの認知の深化を図る

国際会議等での発信数

成果実績 発信数

目標値

-

20

-

- - 120 - -

5 5

第６期科学技術・イノベーション基本計画
（令和3年3月26日閣議決定）
統合イノベーション戦略2020
（令和2年7月17日閣議決定）

平成30年度 令和元年度 令和2年度
目標最終年度

- 175

20

35 41

20

205 -

-

-

-

123.6 91.8

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度 年度3

4 年度
平成30年度 令和元年度 令和2年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

- - 6 - -

- - -

令和3年度当初予算

91.8

31.8

計

2021 府

科学技術・イノベーション

20 0178

123.6 91.8

91.8

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

国際連合開発計画等拠出
金

科学技術基礎調査等委託
費

令和3・4年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

「STI for SDGsプラットフォームの構築に向けた調査・分析」の終了に
よる減：
▲31.8

令和4年度要求



-

3年度
活動見込

4年度
活動見込

-

3

-

-

3年度
活動見込

4年度
活動見込

- -

5 -

3年度
活動見込

4年度
活動見込

- -

2

・STI for SDGsプラットフォームは、事業として成立し得るか
等、検討すべき事項が多いため、国がプラットフォームの実
現可能性等について調査・分析を行う必要がある。
・途上国におけるSTI for SDGsのロードマップ作成支援は、
相手国の政府の政策形成への支援を行うものであり、地方
自治体、民間等では実施できない。

○

評　価項　　目

2015年９月の国連サミットにおいて全会一致で採択された
「持続可能な開発目標：Sustainable Development Goals
（SDGs）」は、持続可能で包摂性・多様性のある社会の実現
のために設定された17の国際共通目標であり、2030年まで
の達成に向け、途上国のみならず我が国を含むすべての国
が活動を求められている。
国連は、SDGs達成に科学技術イノベーション（STI）の活用が
非常に重要であると認め、STI for SDGs推進のための仕組
みを構築している。
SDGsの重要性とその目標達成に向けた取り組みに対する
機運は国内外で高まっている。我が国の優れたSTIを国際展
開し、世界のSDGs達成に貢献するとの本事業の目的は、国
民や社会のニーズを反映している。

国連開発計画への拠出額／事業機会の創出を検討す
る途上国数

令和元年度

- - 1

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

単位当たり
コスト

回数

万円

活動指標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

国連パイロット・プログラムの推進におけるSTIフォーラ
ムの開催

活動実績

回数

計算式 　　経費/回

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

3年度
活動見込

1 -

- 4 3

- - 5

平成30年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度

活動実績

令和2年度

令和2年度

- -

万円

活動実績 国数

当初見込み 国数

- - 2

令和元年度

令和元年度 令和2年度

- - 5

2,160

　　拠出額/
対象国数 4,860万円/5ヶ国

単位

産官・国際機関等の関係ステークホルダーが集う場の
開催

活動指標

20

平成30年度

2,200

回数

45万円/4回

- - 990 972

平成30年度 令和元年度 3年度活動見込

計算式

事業機会の創出を検討する途上国数

60万円/3回

2

3年度活動見込

- 11

-

SDGsの達成は、第６期科学技術基本計画で掲げられてい
る、人間中心の持続的な社会の構築を目指す「Society 5.0」
と親和性が高い。STI for SDGsの推進は、我が国の科学技
術政策の柱である「Society 5.0」の実現のために、必要かつ
不可欠である。昨年７月に閣議決定された「統合イノベーショ
ン戦略2020」においても、本施策を推進するとされている。
また、「持続可能な開発目標（SDGs）推進本部（本部長：内閣
総理大臣）」が決定した「SDGsアクションプラン」においても、
「SDGsと連動する「Society 5.0」の推進」、すなわち「STI for
SDGs」を3本柱の一つに位置付けている。
以上のとおり、本事業は、科学技術政策及びSDGsに関する
政策の推進の上で、必要、適切、かつ優先度の高い事業で
ある。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

単位

産官・国際機関等の関係ステークホルダーが集う場の
開催経費／開催回数

単位当たり
コスト

令和元年度 令和2年度

-

単位当たり
コスト

- -
4,400万円/

2ヶ国

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

評価に関する説明

世界銀行への拠出額／STI for SDGs策定支援等を行う
途上国数

○

国
費
投
入
の
必
要
性

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

単位

- 4 3

回数

当初見込み

STI for SDGsロードマップ策定等の支援を行う途上国数
活動実績 国数

当初見込み 国数

平成30年度 令和2年度

-

- - 1

令和元年度

60万円/3回

事業所管部局による点検・改善

-
4,950万円/

5ヶ国

3年度活動見込

平成30年度

4年度
活動見込

- -

20

平成30年度

令和2年度

計算式 　　拠出額/
対象国数

単位当たり
コスト

算出根拠

万円

4,320万円/2ヶ国



事業番号 事業名所管府省名

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

今後も引き続き効果的な事業と効率的な執行に努めていく。
令和元年度より開始した「STI for SDGsプラットフォーム構築に向けた調査・研究」については、令和２年度の結果を踏まえて、より効果的な調
査となるよう事業内容の見直しを含めた検討を実施するとともに、また国連へ拠出事業から得られる知見も適宜取り入れてゆくことを検討する。

令和元年度より開始した「STI for SDGsプラットフォーム」については、一般競争契約（総合評価）により、複数の事業者が応募するなど競争性
を確保したうえで、想定したアウトプット、アウトカムをいずれも満たしながら事業が実施できており、効率的・効果的な予算執行となっている。

○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

本事業は、非常に多種多様な形態の途上国支援がある中で、我が国の科学技術を活かしたビジネスの展開という側面を持つ点では、新しいタイプのものと理解さ
れる。
ただ、本事業自体は、我が国の科学技術を活かしたビジネス展開の実現までを含むものでないところが、本事業固有の目的や、本事業固有の評価を非常に難しく
しているように思われる。
説明では、「評価基準」はまだないとのことであるが、少なくとも、現在、成果目標として示されている「関係ステークホールダ―が集う場を年3回以上開催する」等
は、ビジネスに至る手前のプロセスである本事業における「活動」指標に過ぎず、アウトカムとして適切なものとは思えない。
あくまで、本事業自体の実施の結果として求められる「変化」をアウトカムに設定し、それを目指して事業展開がなされていくものでなければ、本事業の意義、位置
付けが充分には理解され難いように思われる。

STI for SDGsプラットフォーム構築のための調査・分析については最終年度となる令和３年度の事業実施において事業内容及び効果検証手法を
見直し、これを反映することとし、本事業の継続となる令和4年度要求は実施しないこととした。また途上国におけるSTI for SDGsの推進に係る、世
界銀行及び国連開発計画への拠出については、3か年事業として調整を行った相手機関との信頼関係維持の観点より、令和4年度要求を昨年度
同額として継続する一方で、公開プロセスでの議論、外部有識者の所見を踏まえ、事業内容及び効果検証手法を見直し、これを適宜事業に反映
することとする。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

一般競争入札により複数社に対して技術審査を実施、総合
評価にて最高得点を得た一社を選定している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

無

縮
減

単位当たりコスト等の水準は妥当か。
・STI for SDGsプラットフォームの調査・検討について、効率
化を図った。

○

公開プロセスでの議論、外部有識者の所見を踏まえ、事業内容の見直し、効果検証手法の検討を行い、本事業における有効性・効果の向上を検
討するとともに、概算要求に反映させること。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

行政事業レビュー推進チームの所見

成果目標の会合を３回以上開催し、目標出席省庁・機関数
の20を満たしているため、実績は成果目標を満たしている。

・本事業の費目・使途は、いずれも、我が国の優れたSTIを国
際展開し、世界のSDGs達成に貢献するという目的に即した、
真に必要なものである。

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業化に結び付けるための課題の深掘り・事業機会の特定
に寄与するための集中的な支援について検討するステーク
ホルダー会合等のオフライン会議を３回開催するという実績
があるため、見込みを達しているといえる。

‐

事
業
全
体

の

抜
本
的
な

改
善

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

無

点検結果

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



- -

-

※令和2年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国連開発計画

44

A.国連開発計画

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

金　額
(百万円）

世界銀行への拠出金

使　途

B.世界銀行
金　額

(百万円）

49.5

費　目 使　途

計 49.5 計 44

人件費
パートナー・ディレクター・シニアマネ
ジャー・

27.3

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

国連開発計画への拠出金

費　目

C.有限責任監査法人トーマツ D.

費　目 使　途

その他の経費
国内旅費、諸謝金、会議費、消費税相当額
等

3.7

一般管理費 人件費及びその他の経費の10% 3.1

計 34.1 計 0

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（その他）

- -

法　人　番　号

- 49.5

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国連拠出を前提とした事業であ
り、支出先が限定されるため。

途上国におけるＳＴＩ　ｆｏｒ
ＳＤＧｓの推進

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

世界銀行 -
途上国におけるＳＴＩ　ｆｏｒ
ＳＤＧｓの推進

44
随意契約
（その他）

-
国連拠出を前提とした事業であ
り、支出先が限定されるため。

1
有限責任監査法人
トーマツ

5010405001703
・ＳＴＩ　ｆｏｒ　ＳＤＧｓ　プラット
フォームの構築に向けた調
査・分析

34.1
一般競争契約
（総合評価）

2 -
落札率については、予定価格が
推測されるため非公開

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

平成27年度

令和2年度 内閣府 0168

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度 内閣府 新31 0009

政策統括官（科学技術・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ担当）
１２７．６百万円

C. 有限責任監査法人トーマツ
３４．１百万円

委託【一般競争契約（総合評価）】

・ＳＴＩ ｆｏｒ ＳＤＧｓ プラットフォーム

の構築に向けた調査・分析

A. 国連開発計画
４９．５百万円

【随意契約（その他）】

・途上国におけるＳＴＩ ｆｏｒ ＳＤＧｓの推

進

B. 世界銀行
４４．０百万円

【随意契約（その他）】

・途上国におけるＳＴＩ ｆｏｒ ＳＤＧｓの

推進
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